


2050年の世界を考える
近年、「2050年」をキーワードに世界経済や国際情勢を予測する動きが、日本を含め世界のシンクタンクやメ
ディアなどで相次いでいる。国際協力機構（JICA）でも昨年、「北岡理事長ゼミ」と呼ばれる勉強会を立ち上
げ、一部の若手職員が2050年の世界と日本、そして開発協力を展望した提言をまとめた。本号では、提言の
作成に携わった４人のゼミ生が集まり、2050年への展望を語る座談会を開いた。ここでは、座談会で語られた
彼らの予測の一部を紹介する。
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　医療の発達などにより平均寿命が延び、アフリカや中東諸国を中心に人口

が急激に増加。都市部の人口も増え、全体の66％を占めるようになる。他方、

都市化によりアフリカなどでも少子化が進み、新生児の数は現在から大きく変

わらないため、世界的に高齢化が進む。

　宗教人口は、キリスト教徒29億人に対し、イスラム教徒は28億人とほぼ同じ

規模まで増加する。その一方で、経済発展に伴い世俗化も進み、無宗教層も

増えるだろう。

人 口

■2016年と2050年のGDP（購買力平価）  

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

中国
米国
インド
日本
ドイツ
ロシア
ブラジル

インドネシア
英国

フランス

中国
インド
米国

インドネシア
ブラジル
ロシア
メキシコ
日本
ドイツ
英国

2016 2050

出典：PWC『The long view: how will the global economic order change by 2050?』を基に本誌作成

世界の人口は97億人に増え、イスラム教徒は28億人に

　中国、インド、ブラジル、ロシア、インドネシア、メキシコ、トルコの７大新興国

（E7）のうち６カ国が、経済規模で世界７位以内に入る。日本は８位。ただ、E７は

人口規模も大きいため、１人当たりGDPではまだG７がE７を上回っている。

　世界経済においてE７の影響力が高まる中、新興国、特に中国における経済

政策や援助思想の研究が活発になり、新たな援助思想が生まれる可能性もあ

る。

経 済
７大新興国（E７）とG７の立場が逆転、
新興国の経済政策や援助研究が活発に

P o p u l a t i o n

　地上の平均気温は0.4～2℃ほど上昇し、海水面も10～30㎝上昇。温暖化

の影響により水不足や災害の激甚化はさらに深刻化している。他方、技術革

新により再生可能エネルギーの普及は拡大し、世界の電力供給量の約４割を

賄うようになる。

　2050年は国連など国際的な合意形成の動きが現在よりも停滞するが、すべ

ての国の共通課題として気候変動問題ではこのプロセスは維持されている。

気候変動
気温は0.4～２℃上昇も、
気候変動問題が国際的合意形成の仕組みを維持させる

E c o n o m y

　モノのインターネット化（IoT）など

が進み、50年には人類と人工知能

（AI）が統合し人知を超える「技術的

特異点（シンギュラリティー）」にも到

達している。誰もが情報やサービス

にアクセスでき、世界中の人 と々交

流できるようになる中、国境ではなく

同じ世代や所得、思想といった“つ

ながり”がさらに拡大。その中で、モノ

を「所有」するのではなく、「シェア」

する方に価値を見出す動きがさらに

強まり、シェアリング・エコノミーの規

模も拡大する。

技術革新
技術革新に伴い、“モノ”から離れ
“つながり”や“シェア”を重視する価値観が広まる

I n n o v a t i o n

C l i m a t e  c h a n g e

教会前の広場でゆったりと過ごすイスラム教徒の人 （々インドネシア）

3Dプリンターで農業用の土壌測定器の試作品を
作る学生（ルワンダ・キガリ）

バヌアツの海。
気候変動の影響は特に大洋州の国々にとってはより深刻だ



戦略的要衝

　日本は現在、明治150年を迎え
ている。さて、周知の「天気晴朗
なれど波高し」とはロシアのバル
チック艦隊との日本海海戦で東郷
元帥が発した第一声である。とこ
ろが、現在ではロシアに代わって
中国が台頭し、東シナ海から太平
洋へ戦略的な膨張政策が拡大し、
太平洋に点在する多くの島嶼国が
中国の高波に呑み込まれようとし
ている。
　南太平洋のトンガはすでに中国
への借金漬けで中国の影響が強
まって、オーストラリアの安全保
障に影響を与えつつあるが、もう
一つのターゲットは、米国領グア
ムをかすめながら南下する中国の
防衛第２列島線上にあるパラオで
はないかと見られている。中国に
とってみれば、パラオは東シナ海
から太平洋への出口として格好の
戦略拠点になるはずである。
　俯瞰すると、パラオはフィリピ
ンのミンダナオ島、インドネシア
領、マレーシア領、ブルネイを含

むボルネオ島、そしてインドネシ
ア領のスラウェシ島、パプア
ニューギニアの一部などの東端に
位置し、大きくは東シナ海、南シ
ナ海から太平洋をにらむ要衝の地
にあると言える。それゆえに、米
国は1994年のパラオ独立以来、
「自由連合協定」を結び、コンパ
クトマネーと言われる経済援助を
続けている。
　そうしたこともあって、パラオ
は中国の「一つの中国」政策に同
調せず、数少ない台湾支持国であ
り、一方、パラオ経済を支える台
湾の観光客数も日本人を大きく凌
駕するほどであった。
　ところが、今ではどういうわけ
だか状況が一変し、中国本土から
の観光客が大量に殺到して、今ま
での台湾、日本を圧倒する勢いで
ある。実は、パラオの国民総生産
（GNP）の90％は観光収入に依存
している。その規模は人口２万人
の約７倍、年間約14万人で、そ
のうち90％が中国人観光客だと
みられている。だから、パラオに
“中国人の洪水”が起こっている。

中国人観光の怪

　筆者も一昨年１月にパラオを訪
ねたが、宿泊ホテルの90％ほど
がまさに中国人観光客であった。
その時、中国人観光客一家（４
人）の父親と会話したが、それに
よると、一家はハルピンなど中国
東北部の寒冷地域から来たので、
南国のパラオは天国だと語ってい
た。ところが、よくよく話を聞い
てみると、一家は地方政府発給の
無料の観光券でパラオ旅行を楽し
んでいると語っていた。
　これはどういう政策意図による
ものか判然としないが、中国の航
空機に乗せられて、送り込まれる
中国人観光客にはそれなりの政策
意図が臭ってくる。あまりにも段
取りが良いので、そう感じざるを
得ない。まず、大量の観光客の送
り込みに伴って、受け皿のホテル
投資が始まる。あるいは地元ホテ
ルの超高値の買収が始まる。地元
のパラオ人は「今まで見たことも
ない札束が積まれた」と語る。狂
気の沙汰とも言えるバブル的投資

で、パラオ人の正常感覚が狂い、
まず、政治家、役人はじめ地主な
どは中国マネーに呑み込まれ、国
を危うくする状況にあるのではな
いかと懸念する。
　さらに、困ったことに、新しい
ホテルが建つたびに強烈なスコー
ル（にわか雨）で赤い工事土砂が
海へ流入し、“海のゆりかご”と
言われるマングローブ群や貴重な
観光資源でもあるサンゴ礁群に大
きなダメージを与えている。環境
との調和を無視した資本まかせの
観光開発（ホテル、リゾート開
発）に対して地元の政府が弱腰な
らば、日米が国際的圧力をかけて
でも阻止しないと、パラオの将来
はない。パラオ政府は国の基本政
策として、第１に環境、第２に観
光、第３に漁業を挙げているが、
第２のプライオリティー「観光」
が第１のプライオリティー「環
境」を破壊しているのである。
　パラオで最初に観光ホテルを建
てた東急の故五島慶太氏は、ホテ
ルの高さをヤシの木よりも高くし
てはならないと主張して、パラオ
らしい自然との調和を図ろうとし
た。このホテルは今も健在だが、
私たちはこういう日本人を誇りに
思うべきである。中国資本は何十
億円規模のゴルフ場付きのリゾー
ト開発のために、すでにパラオ政
府にその開発許可を迫っていると
聞く。とんでもない話である。

自由で開かれた戦略とは

　日本は初めにサンゴ礁保全研究
センターを開設した。次いで観光
客に人気の高い南方特有のシャコ

貝が中国人など観光客の
殺到で絶滅寸前になると、
養殖協力を始めた。漁業
でも沖縄での国際協力機
構（JICA）研修にパラオ
の青年たちを呼んで、た
とえば漁業協同組合のマ
ネジメントなどを伝授し、
また、そうした現地研修
も実施している。
　一方、民間では日本財
団が長い間、きめ細かく
協力している。去る２月
中旬頃、パラオの広い排
他的経済水域（EEZ）を
守るために、パラオ政府
に中型の巡視船を贈与し
たが、これには人材育成も含まれ
ている。日本財団はこれまでにペ
リリュー島（日本軍玉砕の地）～
コロール島間の連絡船なども供与
するなど、多くの協力の足跡を残
し、日本政府以上の信用を築き上
げている。
　日本は1997年から３年毎に１
回の割合で「太平洋・島サミッ
ト」を開催して連携を維持してき
た。今年も５月に福島県いわき市
で「太平洋・島サミット」が開か
れる。日本はこれまで太平洋の平
和と安定に寄与する域内連携を訴
えながら、国連外交の場において
貴重な一票を確保すべく関係強化
を目指してきたが、今やそういう
政策領域を超えて、安倍首相の言
う「自由で開かれたインド太平洋
戦略」に沿って太平洋全域の「自
由で開かれた安全保障戦略」を考
えなければならない時代に突入し
ていると言える。

　雑誌『外交』（1～2月号）に
田中明彦氏（政策研究大学院大学
学長、前JICA理事長）は「『自
由で開かれたインド太平洋戦略』
の射程」というタイトルで投稿し
ている。それによると、「自由で
開かれたインド太平洋戦略が“戦
略”であろうとすれば、いかなる
政策手段で目標を実現しようとし
ているのかを明らかにしなければ
ならない」とし、「日本外交が自
由主義的世界秩序を維持させるた
めの戦略を目指すならば、日本政
府として体系的な全体像を示した
戦略文書を早期に公表することが
望ましい」と述べている。
　太平洋・島サミット開催は迫っ
ている。今や日本政府にとって南
太平洋を含む太平洋の自由で開か
れた秩序づくりは、日本にとって
「経済協力インフラ輸出戦略」を
しのぐ、より重要な戦略的課題で
あることを深く認識してほしい。
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中国に翻弄される太平洋島嶼国
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戦略的要衝―パラオの危機



開していく」とコメントしている。

安全対策の強化も

　他方、昨年度打ち出された「安
全対策」は、今年度も柱の一つと
なっている。相手国の警察官の能
力強化や空港・税関などへの機材
供与などを通じて、テロ対策・治
安能力構築を支援するほか、技術
協力や無償資金協力などの事業に
おける安全対策の強化を進める。
　さらに、「グローバルな課題へ
の対処」として、SDGs達成に向
けた取り組みにも引き続き注力す
る。保健、教育、女性支援、気候
変動、防災などの分野のほか、現
在構想段階にある「JICA開発大
学院連携」などを通じて親日派・
知日派人材の育成や国際開発への
知的貢献も目指す。また、深刻化
する世界の人道状況に対しては、
難民支援のみならず、平和構築・
国づくりなどを通じて中長期的な
視点から支援を行う。　
　このほか、外務省は「戦略的対
外発信」の一環として日系社会と
の連携強化に加え、2020東京オ
リンピック・パラリンピックに向
けて、Sport for Tomorrowのた
めの青年海外協力隊派遣などにも
力を入れる方針だ。

約１億円の増加

　外務省の2018年度ODA予算は、
前年度から１億円増の4,344億円
を計上して、８年連続の増額とな
った。
　そのうち、技術協力の経費など
に充てるJICA運営費交付金など
は、前年度から0.1億円増の1,505
億円を計上。国際機関への分担
金・拠出金は0.4億円増の518億
円、在外公館の経費などに充てる
援助活動支援などは、27億円増
の718億円となった。無償資金協
力は、前年度から26億円減少し
て1,605億円となっている。
  援助活動支援などの増額は、河
野太郎外相の下で外務省が掲げる
「外交実施体制の強化」が反映さ
れたものと見られる。具体的には、
「足腰予算」の強化と銘打ち、外
交関連経費や出張旅費の拡充など
を進めるほか、15年に行政改革
の一環で導入した定員の上限を４
人とするミニマム・マイナス公館
の見直しを含めた在外公館の拡充
などを行う。
　なお、外務省には、2017年度
補正予算として1,249億円のODA
予算も追加されている。難民問題
を含む人道・テロ対策・社会安定
化支援や地球規模課題への対応な
どに充てられる。

新たな外交戦略を実施

　外務省は、今年度「国益に資す
るODAの更なる拡充」を掲げて

いる。具体的には、第一に安倍晋
三首相が16年に表明した「自由
で開かれたインド太平洋戦略」の
具体化に取り組む。開発途上国の
沿岸警備隊の組織・体制強化や海
上保安機材の供与などを通じて、
法の支配に基づく国際秩序の強化
を図るほか、港湾の設備供与や通
関機関の能力強化などにより、連
結性を強化していく。アジア地域
の著しい成長の果実を、潜在力溢
れるアフリカ大陸の成長へとつな
げる狙いだ。
　さらに、日本経済の成長にも資
するODAの活用にも引き続き力
を入れる。港湾や交通、情報通信、
再生可能エネルギーなど日本の技
術を活用した「質の高いインフラ
輸出」はもちろん、日本の中小企
業の海外展開支援や地方自治体と
の連携、各国のトップレベルの理
工系大学から学生を受け入れるな
どして「日本の顔が見える協力」
や産業人材育成を推進していく。
　外務省国際協力局政策課の久賀
百合子首席事務官は「近年は
ODAの戦略化が進み、多極化す
る国際社会の中で日本の独自性や
存在感が高まっている。厳しい財
政状況の中でもODAは引き続き
重要な外交ツールの一つとして展

「足腰予算」を拡充

　2018年度の政府開発援助
（ODA）の一般会計予算は、前年
度から0.2％（11億円）増の5,538
億円となり、３年連続で増加した。
　このうち、外務省の予算は
4,344億円。かねてからODA削
減を唱える河野太郎氏が17年８
月に外務大臣に就任したことを受
け、ODA予算への影響も懸念さ

れたが、全体額は微増する結果と
なった。
　ただし、その中身は、在外公館
の経費などに充てる「援助活動支
援等」が増額したのに対し、無償
資金協力の予算が減額している。
河野大臣が就任後に打ち出した
「ODAを減らしてでも“足腰予
算”を強化する」との方針が
ODA予算の内訳にも反映された
形だ。

　「足腰予算」の強化とは、総
理・外務大臣などの外国訪問への
対応や、地方都市や兼轄国への出
張、在外公館主催の行事の実施や
公館施設の整備などにかかる予算
の拡充を指す。さらに、河野大臣
は今年１月、行政改革担当相時代
に自身が導入した定員を４人まで
とする「ミニマム・マイナス公館」
の制度を「間違いだった」と述べ、
増員に向けた見直しも進める。
　他方、18年度ODAの実施方針
には、安倍晋三首相が16年８月
にアフリカ開発会議（TICAD
Ⅵ）の場で表明した「自由で開か
れたインド太平洋戦略」が加わっ
た。これは日本が長年支援するア
ジアの成長の成果をアフリカにも
拡張すべく、シーレーンなどの海
上の安全確保と、港湾の整備など
を通じた連結性の強化を進めるも
のだ。米国やインド、オーストラ
リアなどとの連携も視野に入れて
いる。
　安倍首相はかねてから「地球儀
を俯瞰する外交」や「積極的平和
主義」を掲げて、周辺国や二国間
だけでなく世界全体を見渡した戦
略的外交を展開してきた。今回の
ODAの実施方針はそうした地政
学的な視点を色濃く反映している。
　なお、外務省幹部は本誌の取材
で「インド太平洋戦略は中国の
“一帯一路”への対抗策ではな
い」と強調する。安倍首相は昨年
半ば以降、「一帯一路」への協力
の可能性も示唆してきたが、拡大
する中国援助との連携の具体化は
未だに手探りの状況だ。
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地政学的な戦略を強化

◆ODA予算の推移（一般会計予算と事業予算）
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（単位：億円）

◆2018年度ODA一般会計予算／事業予算

省庁名 2017年度予算額
2018年度

予算案 増減額 伸率（％）

（単位：百万円）

総務省
法務省
外務省
財務省
文部科学省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省
国土交通省
環境省
警察庁
金融庁
計

2.4
6.2
0.0

▲ 0.3
4.9
0.8
3.9
1.9

▲ 7.4
6.0

▲ 1.1
4.3
0.2

ODA事業予算（グロス）
回収金
ODA事業予算（ネット）

※外務省資料より作成。16～29ページの表は四捨五入などの調整上、合計額・増減額・伸率に不一致あり
※20～29ページの各省庁の表に関しては、各省庁からの提供資料あるいは本誌の調べにより作成

795
362

434,329
77,842
15,019
6,402
2,642

14,077
513
607
14

131
552,734

2兆1,000億円

▲7,296億円

1兆3,704億円

3.1
▲ 1.2

5.4

19
22

120
▲ 213

731
50

103
266

▲ 38
36

▲ 0.2
6

1,103

650億円

86億円

73５億円

814
384

434,450
77,630
15,750
6,452
2,745

14,344
475
643
14

137
553,837

２兆1,650億円

▲7,210億円

１兆4,440億円

外務省
◆2018年度外務省ODA一般会計予算 

項　目

無償資金協力

JICA運営費交付金など

分担金・拠出金

援助活動支援など

2017年度
予算額

（単位：億円）

政府全体

うち外務省

5,527

4,343

1,631

1,505

517

691

5,538

4,344

1,605

1,505

518

718

0.2

0.0

▲1.6

0.0

0.1

▲3.8

予算案 伸率（％）
2018年度

外務省 国際協力機構 財務省 文部科学省 経済産業省 厚生労働省 農林水産省 警察庁法務省 金融庁環境省総務省国土交通省 「足腰強化」にシフト～2018年度ODA予算を読み解く

事業予算 一般会計予算

5,502 5,422 5,519 5,527
7,002 6,722 6,187

5,727 5,612 5,573 5,538

11,322 11,402 

11,673 
13,704

14,440

9,350
10,764

11,676 11,909 10,986 10,424

13省庁・機関別ODA予算2


